
- 1 -  

琉球大学理学部規程 

 

昭和５４年２月１日

制 定 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人琉球大学組織規則第２７条第２項の規定に基づき、琉球大

学学則に定めるもののほか、琉球大学理学部（以下「本学部」という。）の授業科目、単位、

履修方法その他必要な事項を定める。 

 

第２条 本学部の学科（数理科学科を除く）に系を置く。 

学 科 系 

物質地球科学科 物理系、地球環境系 

海洋自然科学科 化学系、生物系 

 

（教育研究上の目的） 

第３条 本学部は、普遍的な基礎科学の重要性を念頭に置き、優れた人材の育成と理学分野の

研究の発展を目指し、更に、亜熱帯島嶼の特性を生かした特色のある教育研究を推進するこ

とを目的とする。 

２ 各学科の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、次の表に掲げるとおりと

する。 

学 科 教 育 研 究 上 の 目 的 

 

数理科学科 

諸科学の基礎としての数理科学の教育研究を行うとともに、数理科学的

素養を持ち、社会の多様化と時代の変化に柔軟に対応できる幅広い教養を 

身に付けた人材を育成することを目的とする。 

 

 

物質地球

科学科 

物

理

系 

多様な自然現象を物理学的に探求し、体系的な理解を通して普遍的法則

や考え方についての研究を行うとともに、それらを身に付け、社会や学問

の世界において自立できる人間を育て、物理学を通して人類の幸福と社会 

の進展に貢献できる人材を育成することを目的とする。 

地

球

環

境

系 

大気、海洋並びに地表から地球深部までを対象とし、琉球列島の地理的 

位置、気候、地質を活かした基礎教育と研究を行い、地球科学を基盤とし

て地域並びに国際社会に貢献できる人材を育成することを目的とする。 

 

 

海洋自然

科学科 

化

学

系 

多様な物質の反応・構造・機能を分子科学的に理解する基礎的化学に加

えて、新規物質の創成や亜熱帯・島嶼・海洋の地域特性を生かした天然物・環

境分野の化学的教育研究を行い、化学的素養を基礎に幅広い分野で活躍 

できる人材を育成することを目的とする。 

生 

物

系 

琉球列島の恵まれた自然環境を実体験の場として活用した生物学教育 

並びに自らの生物学的素養を地域から国際社会までの様々な領域で発揮

できる人材を育成することを目的とする。 
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（共通教育等の授業科目の種類等） 

第４条 共通教育及び専門基礎教育の授業科目の種類、単位数、履修方法等は、琉球大学共通

教育等履修規程の定めるところによる。 

 

（専門教育の授業科目の種類等） 

第５条 専門教育の授業科目の種類、履修方法等は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（授業科目の公示） 

第６条 各学期に開講する授業科目、授業時間、単位数及び担当教員は、学期の初めに公示す

る。ただし、臨時に開講する授業科目については、その都度、公示する。 

 

（単位） 

第７条 専門教育の授業科目の単位の計算は、次に掲げる基準により行う。 

（１） 講義及び演習については、１５時間の授業をもって１単位とする。ただし、教育上必

要があると認められる場合には、３０時間の授業をもって１単位とすることができる。 

（２） 実験、実習及び実技については、３０時間の授業をもって１単位とする。ただし、教

育上必要があると認められる場合には、４５時間の授業をもって１単位とすることがで

きる。 

（３） １つの授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併

用により行う場合において、講義及び演習については係数３（ただし、演習については、

教育上必要があると認められる場合には係数１．５とする。）、実験及び実習について

は係数１（ただし、教育上必要があると認められる場合には係数１．５とする。）に対

し、それぞれの授業時間を乗じて得た数値の和が４５時間の授業をもって１単位とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの学修の

成果を評価して単位を授与することが適当であると認められる場合には、これらに必要な学

修を考慮して、単位数を定めるものとする。 

３ 前２項の規定に基づく各授業科目の単位数及び週時間については、別表に掲げるとおりと

する。 

 

（登録、試験、単位の認定等） 

第８条 登録、試験、単位の認定等については、琉球大学各学部共通細則の定めるところによ

る。 

 

（編入学） 

第９条 編入学については、琉球大学編入学規程の定めるところによる。 

 

（転入学） 

第１０条 転入学については、琉球大学転入学規程の定めるところによる。 

 

（再入学） 

第１１条 再入学については、琉球大学再入学規程の定めるところによる。 
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（転学部及び転学科） 

第１２条 転学部及び転学科については、琉球大学転学部、転学科、転課程に関する規程の定

めるところによる。 

 

（転学） 

第１３条 本学部の学生で他の大学に入学又は転入学を希望する者は、指導教員及び学部長を

経て学長の許可を受けなければならない。 

 

（留学） 

第１４条 留学については、琉球大学留学等及び特別聴講学生に関する規程の定めるところに

よる。 

 

（卒業の要件） 

第１５条 卒業するには、琉球大学（以下「本学」という。）に４年以上在学し、別表に掲げ

る単位を取得しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３年次特別編入学者の卒業の要件は、本学に２年以上在学し、別

表に掲げる単位（第３年次特別編入学以前に在学していた大学、短期大学、高等専門学校等

で修得した単位のうち、本学の卒業要件に係る単位として換算する単位（以下「換算単位」と

いう。）を含む。）を修得するものとする。この場合において、換算単位については、教授

会が判定する。 

 

（教員免許） 

第１６条 教育職員の免許状授与の資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和２４

年法律第１４７号）の定めるところにより、別に定める単位を修得しなければならない。 

 

（研究生） 

第１７条 研究生については、琉球大学研究生規程の定めるところによる。 

 

（特別聴講学生） 

第１８条 特別聴講学生については、琉球大学留学等及び特別聴講学生に関する規程の定める

ところによる。 

 

（科目等履修生） 

第１９条 科目等履修生については、琉球大学科目等履修生規程の定めるところによる。 

 

（外国人学生） 

第２０条 外国人学生については、琉球大学外国人学生規程の定めるところによる。 

 

（指導教員） 

第２１条 学生の修学、進路、就職、学生生活等の指導のため、各学科の年次ごとに指導教員

を置く。 

２ 前項の規定に定めるもののほか、指導教員については、琉球大学における指導教員に関す 
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る規程の定めるところによる。 

 

附 則 

この規程は、昭和５４年４月１日から施行する。 

 

附 則（昭和６２年１月２１日） 

この規程は、昭和６２年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成４年４月２２日） 

この規程は、平成４年４月２２日から施行し、平成４年４月１０日から適用する。 

 

附 則（平成５年４月２８日） 

この規程は、平成５年４月２８日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成５年１２月１２日） 

１ この規程は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第４条及び第４条の２の規定は、平成６年度の入学者から適用する。 

３ 前項の規定にかかわらず、必要と認める場合には、改正後の第４条の２の規定を、平成６

年３月３１日に在学する者（以下「在学者」という。）に適用する。 

４ 前２条にかかわらず、必要と認める場合には、在学者に改正後の第４条及び第４条の２の

規定に基づき平成６年度以降の入学者のために開設される授業科目を履修させる。この場合

において、当該授業科目の履修を、改正前の規定に基づく授業科目の履修とみなし、単位を

与える。 

 

附 則（平成８年２月２１日） 

１ この規程は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 平成８年３月３１日に理学部の数学科、物理学科、化学科、生物学科、海洋学科に在学し

ていた者については、改正後の第４条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 理学部の数学科、物理学科、化学科、生物学科、海洋学科は改正後の第２条の規定にかか

わらず、平成８年３月３１日に理学部の当該学科に在学する者が理学部の当該学科に在学し

なくなる日までの間、存続するものとする。 

 

附 則（平成１９年３月２７日） 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２０年３月４日） 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３０年１２月１９日） 

この規程は、平成３１年１月１日から施行する。 

 

  附 則（令和６年４月１日） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 


